
 
 

 

鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用した有機塩素化合物汚染土壌の浄化手法の開発 
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1.はじめに 

近年、全国各地で有機塩素化合物による土壌・地下水汚染が問題となっている。そこで

本研究室では嫌気性微生物反応により有機塩素化合物を無害化する嫌気性集積培養菌が得

られている。嫌気性集積培養菌は PCE 等の有機塩素化合物を無害なエチレン（ETY）・エ

タン（ETA）に転換する際に電子供与体として水素が必要となり、本研究室では有機物（エ

タノール）を電子供与体とすることで安定した浄化が得られてきた。しかし、嫌気性集積

培養菌の活性が良いのは中性付近（pH6.9～7.6程度）であるため有機物を電子供与体とし

た場合では酸性土壌系には適用困難である。そこで本研究では嫌気条件下において、無機

物である鉄粉から水との化学反応（Fe＋2H２O→Fe２＋＋2OH－＋H２）により水素が発生す

ることと、水素発生に伴い水酸化物イオンを生成し pHが上昇することに着目した。この化

学反応で電子供与体となる水素が得られ、酸性土壌の pHを嫌気性集積培養菌の活性が良い

とされる中性付近まで上昇させる可能性がある。また鉄粉単独でも還元作用があるため、

近年鉄粉は有機塩素化合物汚染土壌浄化手法としても注目されている。このような背景か

ら鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用することで有機塩素化合物汚染土壌の浄化に向けて更に

効率化が図れる可能性がある。また従来の知見として鉄粉から水との化学反応により発生

した水素を電子供与体として嫌気性集積培養菌により PCE を ETY に転換することが可能

であることが得られている 

 そこで本研究では、pH 調整を考えた鉄粉添加量、電子供与体として必要な鉄粉添加量、

各種土壌への適応、高濃度 PCE汚染土壌への適応などについて検討した。また、鉄粉単独

の場合と比較して、嫌気性集積培養菌の投与効果を明らかにした。 

 

２. 塩化エチレン類の嫌気性生物分解 

 塩化エチレン類の嫌気的生物分解は図１のようになる。ＰＣＥは集積培養菌の働きによ

り塩素が次々に水素と置換していき、最終的には無害なＥＴＹ・ＥＴＡに転換する。これ

よりエレクトロンドナー（水素）が必要である。そこで本研究では鉄粉と水との化学反応                   
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図１ 塩化エチレン類の嫌気性生分解過程 

（Fe＋2H２O→Fe２＋＋2OH－＋H２）により水素が発生することとで、エレクトロンドナー



 
 

 

としての水素を得た。 

 

3． 実験試料 

3 . 1  土壌 

 土壌は砂質土壌（中性土壌）、粘性土壌（酸性土壌）の 2 種類の非汚染土壌を使用し、そ

れぞれ pH、含水率、強熱減量は 7.16、9.7％、1.7％、5.29、34.3％、9.1％であった。 

3.2  集積培養菌 

 本実験で使用する集積培養菌はエタノール（EtOH）をエレクトロンドナーとして培養し

た系であり。集積培養菌の MLSSは 50mgVSS/Lであった。有機塩素化合物に対しての分

解能力は PCE10mg/Lを 7 日間で完全に ETYに分解できる。またその際の EｔＯＨ添加量

は 50mgCOD/Lであった。 

3.3  鉄粉 

 鉄粉は還元鉄粉①、還元鉄粉②、アトマイズ鉄粉、電解鉄粉の 4 種類の内、予備実験に

おいて安定して水素を発生し、集積培養菌に対して阻害性を示さなかった還元鉄粉①を使

用した 

 

4． 実験方法 

全ての実験において以下の条件は同様である。バイアル容量 68ml、液量 40ml、土壌量

20g、集積培養菌添加量 100mgVSS/kg、温度 25℃で静置した。 

4 .１中性土壌・酸性土壌に対する p H 調整剤・エレクトロンドナーとしての最適な鉄粉量 

 pHの異なる中性土壌と酸性土壌に対して、pHを集積培養菌活性の至適範囲内 pH（6.9

～7.6）に維持するための pH 調整剤としての最適な鉄粉量、またエレクトロンドナーとし

ての最適な鉄粉量の検討を行った。土壌は中性土壌、酸性土壌の 2 種類で行い、PCE添加

量は 0.3μl（PCE濃度 24mg/kg）、鉄粉添加量は中性土壌に 2，4，8，16g/kg、酸性土壌に

は 4，8，16，32g/kg とした。 

4 . 3 中性土壌・酸性土壌に対する高濃度 P C E 汚染土壌への適用 

 高濃度 PCEを添加することで、鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用した有機塩素化合物汚染

土壌浄化に阻害を示さないか、また高濃度 PCE汚染土壌の浄化も可能であるか検討を行っ

た。土壌は中性土壌、酸性土壌の 2 種類で行い、鉄粉を中性土壌には 4g/kg、酸性土壌には

8g/kg 添加し、PCE添加量は両土壌とも 0.3,0.6,1.2μl（PCE濃度 24，48，96mg/kg）と

した。 

4 . 4 鉄粉単独による P C E 転換 

 鉄粉単独による還元反応により PCE転換がどの程度有り得るのかを検討した。培地 40ml、

PCE0.3μl（24mg/kg）、鉄粉添加量を 0.08、0.16g（鉄粉添加濃度 2，4g/L：土壌換算 4，

8g/kg）の 2 系列とし、土壌系と土壌なしの系で行い、土壌系には中性土壌に鉄粉を 4g/kg、

酸性土壌には鉄粉を 8g/kg 添加した。 



 
 

 

5．実験結果 

5．1 中性土壌・酸性土壌に対する p H 調整剤・エレクトロンドナーとしての最適な鉄粉量 

 中性土壌系での鉄粉添加量 2、4g/kg 系の PCE転換、pH変動、水素蓄積量を図 1～図 4

に示す。鉄粉量 2g/kg 系では 28 日後に ETY・ETAに 67％に転換するに止まったが、その

他の系においては 28 日後に完全に ETY・ETAに転換した。pHは鉄粉 2，4g/kg では終始

集積培養菌活性の至適範囲内の pHに維持されていたが、鉄粉 8g/kg では 21 日後に、鉄粉

16g/kg 系では 7 日後に集積培養菌活性の至適範囲外の pHに上昇した。また、今回の PCE

を完全に転換するのに必要な水素量は 9.4mgCOD/kg であるが、全ての系においてその数

値を上回る水素量が確認された。 

 酸性土壌系での鉄粉添加量 4、8g/kg 系の PCE転換、pH変動、水素蓄積量を図 1～図 4

に示す。鉄粉量 8～32g/kg の系においては添加量が多いほど若干転換速度が速かったが、

28 日後には完全に ETY・ETAへ転換した。一方、鉄粉 4g/kg の系では 28 日後に ETY・

ETAへ 31％のみの転換であった。pHは完全に無害化の行われた鉄粉 8～32g/kg 系では実

験開始初期に大きく pHが上昇し、7 日目以降、終始集積培養菌の活性の至適範囲内の pH

に維持されていた。一方、鉄粉量 4g/kg 系では、pHは上昇したものの集積培養菌活性の至

適範囲内には至らなかった。また酸性土壌系においても転換に必要な水素蓄積量が確認さ

れた。 

 また後にエレクトロンドナーとしての最適な鉄粉量を検討するため、中性土壌系には鉄

粉添加量 1，0.5，0.25g/kg で、酸性土壌系には pHを集積培養菌活性の至適範囲内に調整

した上で、鉄粉添加量 2，4g/kg で行ったが、全ての系で完全な無害化は行われなかった。 

 これらの結果を踏まえた上で今回使用した中性土壌、酸性土壌に対する pH調整剤として

の最適な鉄粉量は 4g/kg 以下、8～32g/kg であった。またエレクトロンドナーとして必要な

鉄粉量は中性土壌には 4g/kg 以上、酸性土壌には 8g/kg 以上であった。よって pH調整剤と

しての効果およびエレクトロンドナーとしての効果を共に考慮すると、最適な鉄粉添加量

は中性土壌では 4g/kg、酸性土壌では 8g/kg であった。これらの鉄粉量は今回投与した PCE

を ETYまで転換させる化学量論的に必要な量の 120 倍（鉄粉 4g/kg）、240 倍（鉄粉 8g/kg）

である。 

図 1 中性土壌中での鉄粉添加２g／kgのPCE転換
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図　2　中性土壌中での鉄粉添加４ｇ／kgのPCE転換
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5．2 中性土壌・酸性土壌に対する高濃度 P C E 汚染土壌への適用 

 中性土壌系、酸性土壌系の結果を図 9～図 12 に示す。中性土壌系では PCE24，48mg/kg

系では 30 日後に全溶出量が ETY・ETA に転換されており完全な無害化が行われたことが

言えるが、PCE96mg/kg 系では若干の DCEが残存したが、PCE48mg/kg と同等の ETY・

ETAを生成した。pHは終始集積培養菌活性の至適範囲内の pHに維持されていた。酸性土

壌系ではPCE24mg/kg系では28日後に全溶出量がETY・ETAに転換されてたが、PCE48、

96mg/kg 系では 6～10mg as PCE/kg の DCEが残存した。pHは終始集積培養菌活性の

至適範囲内の pHに維持されていた。酸性土壌系は中性土壌の系に比べて溶出量が少なくな

図　3　中性土壌中のpH変動
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図 5　酸性土壌中の鉄粉添加濃度４g/kgのPCE転換
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図　6　酸性土壌中の鉄粉添加濃度８ｇ/kgのPCE転換
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図　7　酸性土壌中におけるpH変動
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図 4　中性土壌中の水素蓄積量
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図 8　酸性土壌中の水素蓄積量
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っている原因として、有機分を多く含む土壌の性状と高濃度 PCEを添加した関係から PCE

が多く吸着したものと考えられる。 

 両土壌の結果から、鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用することで、従来添加してきた PCE

濃度より高濃度の PCE汚染土壌に対しても適用可能であるといえる。 

 

5 . 4 鉄粉単独による P C E 転換 

 実験結果を図 13～図 16 に示す。 

図に示すように、土壌なしの系では鉄粉 2，4g/L（土壌基準：4，8g/kg）系どちらも 4mg/L

（8mg/kg）前後の PCEが残存し、3mg as PCE/L（6mg as PCE/kg）前後の ETY・

ETAが生成した。また土壌ありの系では中性土壌系（鉄粉添加量 4g/kg）では PCEが 6mg/kg

残存し、ETY・ETA に 6mg as PCE/kg 転換し、酸性土壌系（鉄粉添加量 8g/kg）では

DCEが 4mg as PCE/kg 残存し、ETY・ETAに 10mg as PCE/kg 転換した。土壌な

しの系で鉄粉添加量の差による PCE 転換量、ETY・ETA の生成量の差が観られなかった

ことから、酸性土壌中においては土着菌による働きがあることが示された。また鉄粉単独

による若干の ETY・ETAの生成は有り得るものの、完全な無害化は行われないということ

が確認できた。 

 

 

図　9　中性土壌中のPCE48mg/kg添加のPCE転換
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図　10　中性土壌中のPCE96mg/kg添加のPCE転換
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図 11　酸性土壌中のPCE48mg/kg添加のPCE転換
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図　12　酸性土壌中のPCE96mg/kg添加のPCE転換
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6．まとめ 

PCE 汚染土壌のバイオレメディエーションの利用による浄化のための基礎として、鉄粉か

ら発生する水素を嫌気性集積培養系のエレクトロンドナーとして利用するための検討を行

った次のような知見が得られた。 

 

（１） 鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用することでEtOHをエレクトロンドナーとした場合

には困難であった酸性土壌も浄化可能である。 

（２） 少量の鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用することで中性土壌も浄化可能である。 

（３） pH調整剤としての効果およびエレクトロンドナーとしての効果を共に考慮すると、

最適な鉄粉量は中性土壌では 4g/kg（土壌に対して 0.4％、化学量論値の 120 倍）、

酸性土壌では 8g/kg（土壌に対して 0.8％、化学量論値の 240 倍）以上であった。 

（４） 鉄粉単独による PCEから ETY・ETAへの転換は行われるが、中間生成物が残存す

るため完全な無害化は行われない。 

（５） 高濃度 PCE汚染土壌に対しても鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用し浄化可能である。 

 

 本研究の結果より、鉄粉と嫌気性集積培養菌を併用することで中性土壌・酸性土壌のど

ちらの PCE汚染土壌に対しても適用可能であることが確認できた。 

 日本の土壌は酸性土壌が一般的であり、これから多くの汚染サイトが発見された場合、

酸性土壌である可能性も大きい。したがって本浄化法はかなり広い適用範囲を持つと考え

られる。 

図　13　培地、鉄粉2g/LのPCE転換
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図　14　培地、鉄粉4g/LのPCE転換
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図　15　中性土、培地、鉄粉４g/kgのPCE転換

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

0 1 0 2 0 3 0 4 0

Time（days）

C
on
ce
nt
ra
ti
on

（
m
g 
as
 P
C
E/
kg
）

ＰＣＥ ＴＣＥ cisDCE VC ETY ETA

図　16　酸性土、培地、鉄粉８g/kgのPCE転換

0

5

1 0

1 5

2 0

2 5

3 0

0 1 0 2 0 3 0 4 0

Time（days）

C
on
ce
nt
ra
ti
on

（
m
g 
as
 P
C
E/
kg
）

ＰＣＥ ＴＣＥ cisDCE VC ETY ETA


